
＜平成２６年９月  第３回定例会 一般質問議事録より＞ 

◆１３番（山本みちよ君） 

平和事業の取り組みについて伺います。 

立川市では、現在、平成 27 年度から 10 年間を計画期間とする立川市第４次長

期総合計画の策定を進めています。10 年後を見据えて、子ども、文化、環境、

安全など、各分野ごとの目指すべきあり方について、今後のさらなる議論が待

たれるところであります。そして、この今後第４次長計にうたわれていくであ

ろう安定した日常生活を送る基盤は、平和な日常があったればこそ可能なもの

になることは言うまでもありません。 

平和とは、単に戦争や紛争のない状態をいうのではありません。人権が尊重さ

れる社会の中で、安心した生活を送ることができることが重要であります。次

世代を担う子どもたちに、この平和な社会をどのように伝え、つないでいくの

か。私たち大人は、このことに真摯に向き合い、できることをしっかりと具体

的に進めていく責任があると強く感じております。 

私ども公明党は、戦争のない地球を実現するには、世界の人々がテロ、貧困、

飢餓、気候変動、感染症、麻薬などの構造的暴力から解放される人間の安全保

障の推進が重要であり、とりわけ唯一の被爆国である日本は、核兵器の非人道

性を世界に訴え、核兵器廃絶に向けてリーダーシップを発揮していくべきであ

ると考えます。 

核兵器の使用は、いかなる理由があっても許されぬ絶対悪との思想のもと、平

和の党・公明党は、ことし８月、核兵器のない世界に向けた法的枠組みの構築

を柱とする核廃絶提言を行いました。 

未来にわたる平和維持に向け、私は、これまでにも立川市における平和事業の

取り組みについて提案をさせていただきました。戦後70年を明年に控え、今後、

立川ではどのような決意を持って、この平和維持に向けた努力を進めていかれ

るのか、市長の見解をお示しください。 

次に、平和首長会議への加盟について伺います。 

核兵器廃絶に向け、世界の都市へ連帯を呼びかけてきた平和首長会議では、2020

年までの核兵器廃絶を目指す 2020 ビジョンを展開しております。 



2014 年８月１日現在の加盟状況は、世界 160 カ国・地域、6,026 都市となり、

本年３月には昭島市、５月には荒川区、８月奥多摩町のほか、全国で 14 市が新

規に加盟をしております。 

立川市では、平成４年３月に平和都市宣言をし、再び戦争の惨禍を繰り返さな

いことを誓い、核兵器のない世界平和の実現を願っております。これまでにも

立川市で行われてきた平和啓発事業は評価しておりますが、さらなる展開とし

て、核兵器廃絶への決意表明の具体的な行動として、この平和首長会議に加盟

をされるお考えはないのか、市長の見解を伺います。 

次に、平和式典への子ども派遣事業について伺います。 

して５日間にわたり新聞連載をされておりました。 

戦争の悲惨さと平和のとうとさを後世に伝えようと、市内の児童生徒の代表を

広島市や長崎市の平和式典に派遣する事業を行っているところがあります。こ

としは羽村市や、お隣の国立市でも初めての子ども派遣事業を開始されました。

そして、この国立市の児童の様子が、追跡取材と その記事によりますと、子

どもたちの参加動機も、「みずから」といったものや、「親御さんに勧められ

て」などそれぞれのようですが、事前学習にしっかりと取り組み、地域の戦争

を体験された方からもお話を伺い、そして当日の平和式典や広島平和資料館の

見学を行い、帰ってきてから報告会を開催しております。 

このような取り組みについて、各御家庭で行けばいいといった考えも当然あり

ます。一方で、市の代表として参加をすることで、その責任をしっかりと自覚

をして行動する。また、事前学習や報告会を経験する。そして、その中で戦争

の悲惨さを知り、平和の意義をより深めて理解する機会になると思います。 

立川市全体から見れば、人数は大変に限られてしまいます。しかし、１人ずつ

でもいい、その子の心の中にきちんと平和のとうとさが、戦争の悲惨さが伝わ

っていくことが大事であり、そして１人、また１人と、こうした思いを抱いた

人が水かさを増すようにふえていったとき、平和への潮流となると考えます。

こうした観点から、我が立川市においても、ぜひこの子どもの派遣事業を行っ

ていただきたいと考えますが、市長の御見解を伺います。 

次に、語り部の育成事業について伺います。 



今、我が国は超高齢化社会を迎えました。必然的に戦争を体験された方々も御

高齢となり、さまざまな形で述べられてきておりますけれども、また次の世代

には、こうした平和への思い、どのように継承していくのか、このことも誰か

がどこかで進めてくれるだろうということではなく、今を生きている私たち大

人が真剣につなげていく、そういった責務があるのではないでしょうか。 

また、戦争体験を風化させないためにも、戦争を経験していない次の世代が、

先人の経験や思いを感じ取り、語り継いでいくことも大切であると考えます。 

そこで伺います。戦争体験を語り継ぐ施策について、現在の立川市での取り組

みと、今後の方向性についてのお考えをお聞かせください。また、これまでに

行ってきた平和啓発事業とその成果、また今後の取り組みについてお示しくだ

さい。 

 

◎市長（清水庄平君） 

まず、本市の平和事業への取り組みでありますが、終戦記念日での黙祷、広島・

長崎市長への平和メッセージの送付などのほか、毎年８月から秋口にかけて映

画会、展示会、演奏会、講演会、バス見学等を実施しております。 

平成 25 年度は、「子どもから大人まで『絵本から考える平和・被爆者の講演会』」

等を開催するとともに、八王子平和・原爆資料館からお借りした被爆者の遺品、

被爆し溶けた食器等と、「絵で読む広島の原爆」という絵本の原画展示をいた

しました。今後につきましても、平和の大切さを、平和都市宣言と平和事業の

周知等を通して広く市民に訴えてまいりたいと考えております。 

次に、首長会議への参加の御質問であります。 

平和を常に希求するということは、平和首長会議への参加の有無ではなく、国

民の当然の義務と考えております。このため、現時点において明確に参加の意

向は持っておりません。引き続き世界平和を願い、市民が安全で安心して暮ら

せるまちづくりに取り組んでまいります。 

次に、平和式典への参加についての質問であります。 



議員御指摘のとおり、子どもが実際の被爆状況などをじかに見聞きすることの

意義については異論がないところでございます。 

しかしながら、参加できる人数が限られることなどもあり、多くの市民へ周知

をすることも大切と考えております。平和都市宣言に基づいた各種取り組みに

つきましては、継続実施をしております。特に、平成 27 年度は戦後 70 周年と

なることから、庁内で連携・協力し、広報等を活用した平和都市宣言と平和事

業の周知を行い、市民に平和の大切さを訴えてまいりたいと考えております。

派遣事業創設につきましては、現時点では考えておりません。 

 

◎教育長（小町邦彦君） 

まず、平和事業の語り部の育成に関連しての御質問でございます。 

戦後 69年がたちまして、時の経過とともに戦争体験者も少なくなってきており、

いわゆる戦争を知らない世代にとって、戦争体験者の話は、平和のとうとさ、

戦争の悲惨さを直接聞かせていただける貴重なものであります。生涯学習推進

センターでは、平和人権学習事業プロジェクトにより、終戦記念日を中心に講

演会、パネル展、映画会を例年開催しており、この中で昨年度は、被爆者の方

から戦争体験を直接語っていただく事業を行っております。 

今後の方向性でございますけれども、このように語り部の養成は、戦争体験者

の話を記録として残していく意味でも大変重要なことであるというふうに考え

ております。今後、市史の編さん等の機会等も捉えまして、具体的に検討して

まいりたいというふうに考えております。 

なお、来年は戦後 70 年の節目の年であり、改めて平和のとうとさ、戦争の悲惨

さを考えるために、本庁舎１階多目的プラザを活用した展示等の開催を検討し

てまいりたいと思います。 

 

◆１３番（山本みちよ君） 

御答弁をいただきましたので、２回目の質問を行います。 



まず、平和事業の取り組みについて、市長の、また来年 70 年を迎えるに当たっ

ての決意をお聞きいたしました。やはりこの平和を願う気持ち、誰もが皆さん

持っているもので、それはどんな形であっても変わらない、これは当然のこと

ではあります。 

しかし、また一歩考えてみれば、こうした決して－－首長会議の加盟の件です

けれども、このことを目指している方たちとともに肩を組んで意思表明をして

いくということも、一つまた大きな意義があるのではないかと、このように私

はどうしても考えてしまうのですが、もう一歩、市長の御見解をお聞きしたい

と思います。 

次に、子ども派遣事業についてであります。 

今回、国立市は初めてこの事業を始めたわけですけれども、実は国立市につき

ましては、個人の寄附金を基金として事業を始められたというふうに伺ってお

ります。いろいろな自治体を見ましても、個人負担を設けているところとか、

人数も小学生だけとか中学生だけとか御家族でとか、そういった形でさまざま

な方法をとられていることがよくわかります。 

本市がまた新しい事業を開始するということも大変に難しい状況であるとは認

識しておりますが、そこで先日、安東議員がふるさと納税についてということ

で質疑をされました。今後、例えばふるさと納税のメニュー制を導入検討され

るというような機会があったときに、この子ども派遣事業や語り部を育成する

といった、そうしたときに平和事業に対して特化したメニューを盛り込むなど、

そうした柔軟な発想を持っても、実施をぜひ考えていっていただきたいと、方

向性を探っていただきたいと考えますが、この点についてはいかがでしょうか、

お伺いいたします。 

また、平和事業、来年は本庁のロビーで展示をしていただけるということであ

ります。また周知徹底をしながら、本当に有意義な展示で、また皆様とともに

平和を目指した行動をとっていきたいと、このようにお願いを申し上げます。 

 

◎市長（清水庄平君） 

首長会議についての重ねての質問でございますけれども、本市としては、いち

早く平和都市宣言もする中で、さまざまな事業に取り組んでまいりました。今、



取り立ててこの首長会議に入会していく必要性はないというふうに考えており

ます。 

また、平和式典への参加ということでありますが、先ほどからも申し上げてお

ります、本市は平和都市宣言を既にしておりまして、平和を希求する気持ちを

持ち続けて、子どもたちにもさまざまな形で教育等をしているところでござい

ます。私自身としては、平和を希求する気持ちを持ち続けながら、市のリーダ

ーとして、立川を代表するという形で平和を希求するという認識に変わりはご

ざいません。 

また、議員が今御提案のありました新たな事業創設ということでございますけ

れども、現在考えておりません。 

 

◎副市長（大霜俊夫君） 

平和事業の関係で、ふるさと納税の寄附ということでお尋ねいただきましたけ

れども、一般的に寄附金については、一般寄附金と指定寄附金というようなジ

ャンルで寄附を受けてございますけれども、負担付き寄附というのはめったに

ありませんけれども、そういう意味では、ふるさと納税ということになると、

広く、いわゆる立川市のために役立ててほしいというような意味合いでの寄附

になろうという部分が多いかと思いますけれども、寄附者の意向として、この

寄附はこういう目的に使ってほしいということになれば、指定寄附金的な意味

合いで寄附者の意向を反映させなければならないという場面はあろうというふ

うに思っております。 

それが、ふるさと納税という、いわゆる制度的な意味合いでの寄附になじむか

どうかというと、若干ふるさと納税とは色彩が違うかなという思いは持ってお

りますけれども、あくまでも寄附者の意向ということについては、尊重すべき

ものがあろうと思いますので、その辺は具体事例があったときに考えていきた

いと思います。 

ただ、メニューとして、平和事業というメニューを出せるかどうかということ

になると、今までは、例えば福祉だとか文化だとかというようなジャンル分け

でやってございますので、そこに取り立てて平和というような概念で出して、

寄附をそれに生かすというような形でふるさと納税的な意味合いでできるかど

うかは、少し検討する余地があるのではないかというふうに考えてございます。 


